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本資料のうち，枠囲みの内容

は，機密事項に属しますので

公開できません。 



1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

資料 

No. 
添付書類名称 補足説明資料（内容） 備考 

1 

計測装置の構成に関

する説明書並びに計

測範囲及び警報動作

範囲に関する説明書 

1. 格納容器内酸素濃度及び水素濃度の監視 

 

2. 格納容器下部水位監視について 

3. 原子炉圧力容器内の水位監視について 

4. 可搬型計測器について 

5. 安全保護装置の不正アクセス行為防止のための

措置について 

6. 主要パラメータの代替パラメータによる推定の

誤差の影響について 

7. 格納容器内水素濃度（SA）の設置位置について 

2 

工学的安全施設等の

起動（作動）信号の設

定値の根拠に関する

説明書 

1. 原子炉圧力高設定値について 今回 
提出 
範囲 2. 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の

回路構成について 
3. 計装誤差に含まれる余裕の考え方について 

4. 原子炉圧力容器零レベルについて 

3 

発電用原子炉の運転

を管理するための制

御装置に係る制御方

法に関する説明書 

1. 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応

答時間 

 

2. 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能につい

て 

3. 制御棒駆動系及び原子炉再循環流量制御系のイ

ンターロックにおける原子炉出力の設定につい

て 

 

  



資料 

No. 
添付書類名称 補足説明資料（内容） 備考 

4 

4-1 

(1) 中央制御室の機

能に関する説明書

（中央制御室の有毒

ガス防護について除

く） 

設計基準事故時の 

中央制御室の機能 

1. 環境条件  

2. 誤操作防止対策 

3. 中央制御室から外の 

状況を把握する設備 

4. 酸素濃度・二酸化炭素 

濃度計等 

重大事故等時の 

中央制御室の機能 

1. 重大事故等時の中央 

制御室の機能について 

4-2 

(2) 中央制御室の機

能に関する説明書

（中央制御室の有毒

ガス防護について） 

(2) 緊急時対策所の

機能に関する説明書

（緊急時対策所の有

毒ガス防護につい

て） 

1. 有毒ガス防護に係る影響評価ガイドへの適合状

況について 

 

2. 固定源及び可動源の特定について 

3. 他の有毒化学物質等との反応により発生する有

毒ガスの考慮について  

4. 可動源から漏えいした際の液だまり厚さについ 

  て 

5. 有毒ガス影響評価に使用する気象条件について 

6. 原子炉施設周辺の建屋影響による拡散の影響に

ついて 

5 
通信連絡設備に関す

る説明書 

1. 通信連絡設備の一覧   

2. 多様性を確保した通信回線  

3. 各重大事故時に必要な通信連絡設備の数量 

4. 通信連絡設備が接続する無停電電源の仕様 

5. データ伝送設備のパラメータ 

6. 安全パラメータ表示システム（SPDS）及びデータ

伝送設備の範囲 

7. 無線連絡設備の使用可能範囲と使用範囲 

8. 電力保安通信用電話設備（交換機加入）につい

て 

9. 通信連絡設備の共用整理について 

 

  別紙 工認添付書類と設置許可まとめ資料との関係



別紙 

 

工認添付書類と設置許可まとめ資料との関係 

（工事計画に係る補足説明資料（計測制御系統施設）） 

工認添付資料 設置許可まとめ資料 引用内容 

計測装置の構成に

関する説明書並び

に計測範囲及び警

報動作範囲に関す

る説明書 

DB 第16条 
燃料体等の取扱施設及び貯

蔵施設 
資料の一部を引用 

DB 第24条 安全保護回路 資料を概ね引用 

SA 第58条 計装設備 資料の一部を引用 

工学的安全施設等

の起動（作動）信

号の設定値の根拠

に関する説明書 

SA 第44条 

緊急停止失敗時に発電用原

子炉を未臨界にするための

設備 

資料の一部を引用 

SA 第46条 
原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するための設備 
資料の一部を引用 

発電用原子炉の運

転を管理するため

の制御装置に係る

制御方法に関する

説明書に係る補足

説明資料 

SA 第44条 

緊急停止失敗時に発電用原

子炉を未臨界にするための

設備 

資料の一部を引用 

SA 第46条 
原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するための設備 
資料の一部を引用 

中央制御室の機能

に関する説明書 

DB 第10条 誤操作の防止 資料を概ね引用 

DB 第26条 原子炉制御室等 資料を概ね引用 

SA 第59条 
運転員が原子炉制御室にと

どまるための設備 
資料の一部を引用 

中央制御室の機能

に関する説明書

（中央制御室の有

毒ガス防護につい

て） 

DB 第26条 

中央制御室，緊急時対策所及

び重大事故等対処上特に重

要な操作を行う地点の有毒

ガス防護について 

資料を概ね引用 

通信連絡設備に関

する説明書に係る

補足説明書 

DB 第35条 通信連絡設備 資料を概ね引用 

SA 第62条 
通信連絡を行うために必要

な設備 
資料を概ね引用 

 
  



別紙 

 

（工事計画に係る補足説明資料（その他発電用原子炉の附属施設のうち緊急時対策所）） 

工認添付資料 設置許可まとめ資料 引用内容 

緊急時対策所の機

能に関する説明書

（緊急時対策所の

有毒ガス防護につ

いて） 

DB 第34条 

中央制御室，緊急時対策所及

び重大事故等対処上特に重

要な操作を行う地点の有毒

ガス防護について 

資料を概ね引用 
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工学的安全施設等の起動（作動）信号の設定値の 

根拠に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. 原子炉圧力高設定値について  

ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）及び ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリッ

プ機能）の原子炉圧力高信号（以下，原子炉圧力高（ATWS）とする。）は，原子炉非常停止信号に

よる動作が失敗した際に，期待する信号である。このため，設定値については，圧力上昇事象に

対して原子炉緊急停止系の原子炉圧力高信号（以下，原子炉圧力高(スクラム)とする。）が先に発

信し，その後の圧力上昇に対して原子炉圧力高（ATWS）信号が発信するよう設定することを基本

とする。  

 

 1.1 原子炉圧力高(スクラム)と原子炉圧力高（ATWS）の設定値に関する基本的な考え方 

   原子炉非常停止信号が発信する事象が発生した場 

合，スクラム動作が遅れると燃料の冷却性，原子炉 

圧力等の最大値はより厳しくなることが考えられる。 

また，主蒸気逃がし安全弁から蒸気によるサプレッ 

ションプールへの負荷を考慮する。 

このため，実設計では，計装誤差を考慮しても，添 

付書類十の解析で妥当性を確認した設定値を超えない 

よう，セット値を設定する必要があり，解析上の入力 

値を上限として，下側に想定される計装誤差を考慮す 

る。設定値の相対関係を図1－1 に示す。 

 

1.2 計装誤差を考慮した原子炉圧力高(スクラム)と原子炉圧力高（ATWS）の相対関係   

ATWS 時の事象緩和の観点から，原子炉圧力高（ATWS）は可能な限り早く動作することが望

ましい。一方で，1.1 に記載したとおり，原子炉圧力高（ATWS）より原子炉圧力高（スクラ

ム）が先に動作する必要がある。これらと 1.1 に記載した計装誤差を考慮すると，原子炉圧力

高（スクラム）と原子炉圧力高（ATWS）の設定値に係る相対関係は図 1－2に示すとおりとな

る。  

原子炉圧力高（ATWS）の下限値（図 1－2の②）については，以下の事項を満足させる必要

がある。  

・②下限値は，①原子炉圧力高設定値（スクラム）より低い値とならないこと。 

・③設定値は，主蒸気逃がし安全弁からの蒸気によるサプレッションプールへの熱負荷を考

慮し，④主蒸気逃がし安全弁第 1段設定圧力より低く設定すること 。 

 

 

  

   

  

 

 

 

 

 

図 1－2 原子炉圧力高（スクラム）と原子炉圧力高（ATWS）の相対関係 

  

 

 

 

 

 

 

図 1－1 設定値の相対関係 

設定範囲

設定範囲

設定値

設定値

原子炉圧力高
（スクラム）

原子炉圧力高
（ATWS）

③ 設定値 

セット値 

① 設定値 

セット値 

② 下限値 

下限値 

④ 主蒸気逃がし安全弁第 1 段 設定 圧力 7.51MPa 
7.48MPa 

7.42MPa 

7.36MPa 

7.34MPa 

7.30MPa 

7.26MPa 

原子炉圧力 高 
（ スクラム ） 

原子炉圧力 高 
（ ATWS ） 
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2. 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の回路構成について  

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の論理回路は，原子炉水位低（レベル 1），残留熱

除去系ポンプ（低圧注水モード）運転（残留熱除去系ポンプ吐出圧力確立）の信号及び時間遅れ

を設けるタイマーにより構成される。作動回路の概略を図 2－1「代替自動減圧ロジック（代替自

動減圧機能）作動回路の概略図」に示す。  

  

2.1 残留熱除去系ポンプ吐出圧力確立について  

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）により主蒸気逃がし安全弁が作動すると冷却材

が放出され，その補給に残留熱除去系ポンプによる注水が必要であることから，原子炉水位低

（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ（低圧注水モード）が運転の場合に作動する設計とす

る。  

残留熱除去系ポンプの吐出圧力確立の信号は，ポンプの吐出配管に設置されている圧力検出

器により検出し吐出圧力信号を出力する。動作値はポンプの運転時の吐出圧力を考慮し，残留

熱除去系ポンプ（低圧注水モード）の吐出圧力確立を 0.69MPa としている。  

  

2.2 タイマーによる時間遅れについて  

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，自動減圧系が不動作時に期待される機能で

あるため，不要な動作を回避する観点から，作動信号の発信に対してタイマーを設置してい

る。  

自動減圧系本来の安全機能と干渉しないように，自動減圧系の原子炉水位低（レベル 1）後

29 秒で成立する減圧信号より遅く起動する必要がある。また，代替自動減圧ロジック（代替自

動減圧機能）には，設備誤作動時に原子炉の運転を阻害しないように起動阻止スイッチの判断

操作の時間的余裕を考慮し，設備作動までに 10分の時間遅れを設ける。これにより，代替自

動減圧機能論理回路タイマー設定値は 10 分とする。  

なお，事象発生から 10分後に代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）による減圧で低

圧注水系等により十分な炉心冷却が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）作動回路の概略図

 

 

 

 

 

注記＊：代替自動減圧機能作動には，
10分間の時間遅れがある。

注：記号説明

AND

OR

T.D 時間遅れ

2 out of 32/3

COMP 比較器

(WO) 信号ブロック

空気信号

原子炉水位

残留熱除去系ポンプ運転

COMP

2/3

水位低

T.D＊

代替自動減圧機能(A)
自動起動阻止スイッチ｢阻止｣

代替自動減圧機能作動

代替自動減圧機能(A)用
電磁弁作動

代替自動減圧機能(B)用
電磁弁作動

代替自動減圧機能(B)
自動起動阻止スイッチ｢阻止｣

原子炉水位 COMP

水位低

原子炉水位

水位低

COMP

(WO)

2/3 T.D＊(WO)
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3. 計装誤差に含まれる余裕の考え方について  
計装誤差に含まれる余裕（以下「余裕」という）は図 3－1 に示す通り，計装誤差と計器誤差

の差分として表される。この余裕は計器誤差の値を切上げた際に発生する差分としている。  

例として，原子炉水位低（レベル 3）の信号を挙げる。原子炉水位低（レベル 3）の計器誤差

は0.882cmである。原子炉水位（狭帯域）を計測する計器の最大計器誤差に合わせ，保守的に計

装誤差を 1.4cm とする。その際に 0.518cm の余裕が発生する。（表 3－1参照） 

計器誤差より余裕分早い作動につながるため，安全性に影響はない。 

 
 
 
 
 

  
 
 
 
 

 

  
   

  表 3－1 計装誤差に含まれる余裕について  

信号の種類 計装誤差 計器誤差 余裕 

原子炉水位低 

（レベル 3） 
1.4cm 0.882cm 0.518cm 

原子炉水位低 

（レベル 2） 
4.9cm 3.28cm 1.62cm 

原子炉水位低 

（レベル 1） 
4.9cm 3.69cm 1.21cm 

原子炉圧力高 0.06MPa 0.054MPa 0.006MPa 

 
  

計装誤差
計器誤差

余裕

図3－1 計装誤差の概念

セット値

設定値
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4. 原子炉圧力容器零レベルについて 

  原子炉水位の設定値は原子炉圧力容器零レベルを基準点としている。 

  図 4－1 に原子炉圧力容器零レベルを示す。 

 

 

図 4－1 原子炉圧力容器零レベル 

 

図 4－1 で示す通り，蒸気乾燥器スカート下端が気水分離器スカート下端より上部にあり，原子

炉水位の低下により蒸気乾燥器スカート下端が先に露出することから蒸気乾燥器スカート下端を

水位計測基準点としている。このため，蒸気乾燥器スカート下端を原子炉圧力容器零レベルから

の高さとして記載している。 

蒸

気
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カ
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水
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離

器

ス

カ
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ト
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器

原子炉圧力容器零レベルより
1224cm

原子炉圧力容器零レベルより
1223cm

蒸気乾燥器

気水分離器

【拡大図】

原子炉圧力容器零レベル
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1. 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応答時間 

 1.1 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応答時間の概要について 

安全保護系のうち原子炉緊急停止系は，発電用原子炉が不安全な状態，又は不安全な

状態に至る可能性のある条件下で運転されることを防ぐために，定められた条件で安全

に発電用原子炉を緊急停止させる。 

また，安全保護系のうち工学的安全施設の作動回路は，原子炉冷却材喪失又は主蒸気

管破断に際して事故の拡大防止及び環境への放射性物質の放出を抑制するため，異常を

検知し工学的安全施設を起動させる。 

その他の工学的安全施設等の作動回路は，運転時の異常な過渡変化時において発電用

原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又は

当該事象が発生した場合においても，炉心の著しい損傷を防止するために，原子炉冷却

材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに，発電用原子炉を未

臨界に移行するために，ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）及び ATWS 緩和設備（代

替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）を作動させる。また，原子炉冷却材圧力バウン

ダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が

喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧させるために代替自動減圧ロジック（代替自動減圧

機能）を作動させる。 

これらのうち，設置変更許可の安全評価の条件として使用している安全保護系のうち

原子炉緊急停止系の応答時間，工学的安全施設として主蒸気隔離弁の応答時間及びその

他の工学的安全施設等として ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）

の応答時間について説明する。 
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1.2 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応答時間の内訳について 

(1) 原子炉緊急停止系の作動回路 

原子炉緊急停止系の作動回路の原子炉非常停止信号の応答時間の内訳を以下に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

T1 ：プロセス量が設定値に達してから検出部が検知するまでの検出遅れ時間 

T2 ：論理回路部及びアナログ回路での信号処理遅れ時間 

T3 ：制御棒挿入時間の設計値（定格圧力時全ストロークの 60％挿入まで） 
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表 1－1 原子炉非常停止信号の応答時間 

 

原子炉非常停止信号 

応答時間（秒） 

T1 T2 
合 計 

(T1＋T2)*1 
T3*2 

合 計 

(T1+T2＋T3) 

原子炉圧力高   0.55 1.44 1.99 

原子炉水位低   1.05 1.44 2.49 

中性子束高   0.09 1.44 1.53 

原子炉周期 

（ペリオド）短 
  0.20 1.44 1.64 

主蒸気隔離弁閉   0.06 1.44 1.50 

主蒸気止め弁閉   0.06 1.44 1.50 

蒸気加減弁急速閉   0.08 1.44 1.52 

注記＊1：設置許可添付資料十「運転時の異常な過渡変化の解析」における解析条件 

  ＊2：制御棒挿入時間の設計値（定格圧力時全ストロークの 60％挿入まで） 
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  (2) 工学的安全施設の作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路 
    工学的安全施設の作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路の起動信号

の応答時間の内訳を以下に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T1' ：プロセス量が設定値に達してから検出部が検知するまでの検出遅れ時間 

T2' ：論理回路部及びアナログ回路での信号処理遅れ時間 
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表 1－2 工学的安全施設及びその他の工学的安全施設等の起動信号の応答時間 

 

注記＊：設置許可添付資料十「事故解析」における解析条件 

 

注記＊：設置許可添付資料十「重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故に対する 

対策の有効性評価」における解析条件 

 

 

工学的安全施設の起動信号 

応答時間（秒） 

T1' T2' 
合 計 

(T1'＋T2')* 

主蒸気隔離弁 
主蒸気管流量大   0.5 

主蒸気管放射能高   0.5 

その他の工学的安全施設等の起動信号 

応答時間（秒） 

T1' T2'* 
合 計 

(T1'＋T2') 

ATWS 緩和設備 

（代替冷却材再循環 

ポンプ・トリップ機能） 

原子炉圧力高   1.00 
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1.3 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応答時間の根拠について 

(1) 原子炉緊急停止系の作動回路 

設置変更許可を受けた安全評価の条件として考慮している応答時間（原子炉非常停止信号の応答時間：T1＋T2）をプロセス量ごとに設

備の実現可能な範囲で割り当てた時間である。プラントの安全性確保の観点から，T1 と T2 の合計値が安全評価で考慮している応答時間

以内であれば問題なく，それぞれの割り当て時間は，設備に対する要求値として設備の実力等を考慮して合理的な範囲で定めたものであ

る。 

 

原子炉非常停止信号 
応答時間の根拠 

T1 T2 T3 T1+T2+T3 

原子炉圧力高 

  1.44 秒 

1.99 秒 
 

 

 

 

制御棒が全ストロークの

60％挿入までの時間(1.44

秒)内に収まることを定期

事業者検査で確認してい

る。 

原子炉水位低 

  1.44 秒 

2.49 秒 
 

 

 

 

同上 
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原子炉非常停止信号 
応答時間の根拠 

T1 T2 T3 T1+T2+T3 

中性子束高 

  1.44 秒 

1.53 秒  

 

 

 

原子炉圧力高（原子炉非常

停止信号）に同じ。 

原子炉周期 

（ペリオド）短 

  1.44 秒 

1.64 秒  

 

同上 

主蒸気隔離弁閉 

主蒸気止め弁閉 

  1.44 秒 

1.50 秒  

 

同上 

 
 
 



 

 

8
 

 

原子炉非常停止信号 
応答時間の根拠 

T1 T2 T3 T1+T2+T3 

蒸気加減弁急速閉 

  1.44 秒 

1.52 秒  

 

中性子束高（原子炉非常停止信号）に同じ。 
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(2) 工学的安全施設の作動回路 
設置変更許可を受けた安全評価の条件として考慮している応答時間（工学的安全施設の起動信号の応答時間：T1'＋T2’）をプロセス量

ごとに設備の実現可能な範囲で割り当てた時間である。プラントの安全性確保の観点から，T1’，T2'の合計値が安全評価で考慮している

応答時間以内であれば問題なく，それぞれの割り当て時間は，設備に対する要求値として，設備の実力等を考慮して合理的な範囲で定めた

ものである。 

 

工学的安全施設 

の起動信号 

応答時間の根拠 

T1' T2' T1'＋T2' 

主蒸気 

隔離弁 

主蒸気管 

流量大 

  

0.50 秒 

 

 

 

 

主蒸気管 

放射能高 

  

0.50 秒 
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(3) その他の工学的安全施設等の作動回路 
設置変更許可を受けた有効性評価の条件として考慮している応答時間は T2'のみである。プラントの安全性確保の観点から T2'が有効性

評価で考慮している応答時間以内であれば問題なく，設備に対する要求値として設備の実力等を考慮し定めたものである。 

 
 

その他の工学的安全 

施設等の起動信号 

応答時間の根拠 

T1' T2' T1'＋T2' 

ATWS 緩和設備 

（代替冷却材

再循環 

ポンプ・トリ

ップ機能） 

原子炉 

圧力高 

  

1.00 秒 
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1.4 安全保護系及びその他の工学的安全施設等の応答時間の確認について 

設置変更許可を受けた安全評価の条件として使用している原子炉非常停止信号，工学

的安全施設起動信号及びその他の工学的安全施設等の起動信号の各応答時間の確認につ

いて説明する。 

(1) 原子炉緊急停止系の作動回路の応答時間 

原子炉非常停止信号の各応答時間（T1～T3）の確認について以下に示す。 

① T1 ：プロセス量が設定値に達してから検出部が検知するまでの検出遅れ時間 

検出部は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出力が所定の値に到達する

までの応答時間を確認している。 

② T2 ：論理回路部及びアナログ回路での信号処理遅れ時間 

論理回路部及びアナログ回路は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出力

が所定の値に到達するまでの応答時間を確認している。 

また，プロセス量が設定値に達した状態を模擬信号として入力してから原子炉

非常停止信号を発信するまでの応答時間を計測することが可能である。 

③ T3 ：制御棒挿入時間の設計値（定格圧力時全ストロークの 60％挿入まで） 

スクラムテストスイッチによる制御棒挿入信号発信から制御棒が全ストロー

クの 60％挿入までの時間を計測することが可能である。この応答時間は，定期事

業者検査「制御棒駆動水圧系機能検査」として毎サイクル実施し確認している。 

 

(2) 工学的安全施設の作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路 

工学的安全施設の作動回路及びその他の工学的安全施設等の作動回路の応答時間

（T1'，T2'）の確認について以下に示す。 

① T1' ：プロセス量が設定値に達してから検出器が検知するまでの検出遅れ時間 

検出部は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出力が所定の値に到達す

るまでの応答時間を確認している。 

②  T2' ：論理回路部及びアナログ回路での信号処理遅れ時間 

論理回路部及びアナログ回路は工場試験等によりプロセス量を変化させ，出

力が所定の値に到達するまでの応答時間を確認している。 

また，プロセス量が設定値に達した状態を模擬信号として入力してから工学

的安全施設起動信号を発信するまでの応答時間及びその他の工学的安全施設等

の起動信号が作動するまでの応答時間を計測することが可能である。 
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2. 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能について 

  EOC-RPT，ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能），常用電源喪失時の原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能について，表 2－1

「原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能」に示す。 

 

表 2－1 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能 

 EOC-RPT ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能） 常用電源喪失時 

目
的 

タービン・トリップ又は発電機負荷遮断時に，原子炉冷却

材再循環ポンプをトリップさせることにより炉心流量を急

減させ，原子炉出力の上昇を緩和させる。 

原子炉がスクラムすることで MCPR の低下は抑制される

が，原子炉冷却材再循環ポンプ 4台をトリップさせることに

より，炉心部のボイドを増加させることで原子炉出力の上昇

を抑えることが可能である。 

なお，本機能は建設時から設置されている機能である。 

 

 

原子炉緊急停止失敗による原子炉出力上昇や高出力状態

の継続を抑制することで原子炉圧力バウンダリの破損回避

やサプレッションプールへの蒸気放出量を低減させるため，

原子炉冷却材再循環ポンプをトリップさせることで速やか

な出力低下をすることが可能である。 

また，単一故障により複数台の原子炉冷却材再循環ポンプ

がトリップ失敗しないように，各原子炉冷却材再循環ポンプ

可変周波数電源装置を停止させるよう設計している。 

なお，本機能は建設時から設置されている機能である。 

常用電源の喪失により，10 台全ての原子炉冷却材再循環

ポンプが同時に停止すると，MCPR が低下して燃料被覆管は

沸騰遷移すると考えられるため，原子炉冷却材再循環ポンプ

6 台を 3 台ずつに分けて原子炉冷却材再循環ポンプ MG セッ

トから給電することで，原子炉冷却材再循環ポンプ 10 台の

同時停止を回避し，沸騰遷移を回避するようにしている。 

なお，本機能は建設時から設置されている機能である。 

 

 

 

概
要
（
動
作
の
流
れ
） 

タービン・トリップ（主蒸気止め弁閉）又は発電機負荷遮

断（蒸気加減弁急速閉）時に原子炉冷却材再循環ポンプ 4台

を同時にトリップさせる。 

 

 

運転時の異常な過渡変化時において原子炉の運転を緊急

に停止することができない事象が発生するおそれがある場

合又は当該事象が発生した場合に，原子炉圧力高又は原子炉

水位低（レベル 3）で原子炉冷却材再循環ポンプ 4台を同時

にトリップさせる。また，原子炉水位低（レベル 2）で原子

炉冷却材再循環ポンプ 3台を同時にトリップさせ，残り 3台

を 6秒後トリップさせる。 

常用電源喪失時に原子炉冷却材再循環ポンプ 10 台が同時

に停止しないよう 6 台のポンプの駆動電源側に原子炉冷却

材再循環ポンプ MG セットを設け，慣性エネルギーを電気エ

ネルギーに変換して駆動電源を 3秒以上確保している。 
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図 2－1 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ回路（EOC-RPT）  
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図 2－2 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ回路（ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）） 
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図 2－3 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ回路（常用電源喪失時）
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3. 制御棒駆動系及び原子炉再循環流量制御系のインターロックにおける原子炉出力の設

定について 

  制御棒駆動系選択制御棒挿入機能における原子炉出力 30％以上と原子炉再循環流量制

御系原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能における原子炉出力 35％以上の原子炉出力

の設定について「3.1 選択制御棒挿入機能の設定について」及び「3.2 原子炉冷却材再

循環ポンプトリップ機能の設定について」にて説明する。 

 

 3.1 選択制御棒挿入機能の設定について 

選択制御棒挿入機能は，原子炉冷却材再循環ポンプの 2台以上停止かつ，低炉心流量

高出力領域（原子炉出力 30％以上，炉心流量 36％以下）の場合に原子炉出力を抑制し，

安定性余裕を確保するため予め選択された制御棒を挿入することを目的としている。 

以下に設定の根拠を説明する。 

 

  3.1.1 原子炉冷却材再循環ポンプの 2台以上停止 

     トリップ検出の単一誤動作による不必要な選択制御棒挿入機能動作を避けるた

め，原子炉冷却材再循環ポンプ 2台以上停止を条件とする。 

 

  3.1.2 炉心流量 36％以下 

     原子炉冷却材再循環ポンプ 10 台中 2台がトリップし，他 8台が最低速度で運転

している状態の炉心流量であり，原子炉冷却材再循環ポンプ 2 台以上トリップと

炉心流量を AND 回路で判定することにより安定性上問題のない場合に不必要な選

択制御棒挿入機能動作を避けるため炉心流量 36％以下を条件とする。 

 

  3.1.3 原子炉出力 30％以上 

冷却材流量及び中性子束の振動的な挙動を避けるため原子炉出力 30％以上を設

定する。 
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 3.2 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能の設定について 

 原子炉冷却材再循環ポンプトリップ機能はスクラム機能と連動させることで原子炉

圧力上昇による出力上昇を回避することを目的としているため，原子炉高出力運転時

（原子炉出力 35％以上）をインターロックの一つの要因としている。 

原子炉出力  は主蒸気流量  (タービンバイパス弁の容量)に相当し，蒸気加

減弁等が全閉した場合でもタービンバイパス弁を介し蒸気を復水器へ放出し，原子炉

出力の上昇を回避することができることから安全性を考慮し原子炉出力 35％以上を設

定する。（図 3－1 「原子炉出力－主蒸気流量の関係」参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉出力－主蒸気流量の関係 

  




